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N E T T
研 究 会 報 告

日時：2020年１月28日（火）13:00～17:00
場所：名古屋商工会議所
主催：名古屋大学大学院環境学研究科附属持続的共発展教育研究センター
後援：ほくとう総研、名古屋大学フューチャー・アース研究センター

名古屋大学セミナー

地域金融機関と地域版SDGs
～地方創生と大学の役割～

　2020年１月28日に名古屋市において、名古屋
大学大学院環境学研究科附属持続的共発展教育
研究センター主催のセミナーが開催されました。
本稿は、ほくとう総研の後援による連携セミナー
として、事務局で要旨をまとめたものです。

１．開会の挨拶

⑴　開会の挨拶
山口　靖 氏（�名古屋大学　大学院環境学研究科�

教授）

　名古屋大学
大学院環境学
研究科は2001
年 に 創 設 さ
れ、地球環境
科学、都市環
境学、社会環
境学の三つの

専攻から成り、それぞれ理学部の地球惑星科

学、工学部の土木 ・ 建築学、文学部の社会学 ・
地理学などの分野に対応しています。
　環境問題は一筋縄ではいきません。まず実
態を解明して、対策技術を考えて、最後に社
会実装、合意形成をしていきます。このよう
な異なる分野を横断することができるセンター
として、持続的共発展教育研究センターが2014
年４月に創設されました。
　SDGs に関しては、大学もいろいろな面か
ら貢献することが求められておりますし、貢
献したいと考えています。そのためには、や
はり地域に根差した活動を通して具体的に貢
献していくことが重要だろうと考えています。
本日のセミナーでは、地域金融の面からのお
話を伺えるということで、大変貴重な機会で
あると期待しています。どうか活発なご議論
と情報交換をしていただきますようにお願い
します。
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⑵　開催趣旨
香坂　玲 氏（�名古屋大学　大学院環境学研究科�

教授）

　環境省でも、
地域循環共生
圏ということ
が言われ始め
ています。地
域循環共生圏
とは何か、そ
れはローカル

な SDGs の実行であると言われます。
　今日は、学術や金融機関が地域で何かでき
ることはないかという問題意識に立って、日
本政策投資銀行、ほくとう総研、信用金庫の
方々と連携してこの会を開催する所存です。

２．【第一部】基調講演　�
～学術・行政・金融の立場から～

⑴　�「�地域分散型のエネルギーと地域金融、� �
大学の役割」

丸山 康司 氏（�名古屋大学　大学院環境学研究科�
教授）

　私は専門が
環境社会学と
いう分野で、
環境保全に伴
う社会的摩擦
や利害の対立
について研究
しています。

　まず、再生可能エネルギーは SDGs におい
てどのような意味合いを持つのかというと、

「二酸化炭素排出抑制による気候変動の緩和」
「枯渇しないエネルギー基盤の確保」などが 
あげられます。自前の資源で社会の基盤を構
築できると自立性が高まるとともに、地域循
環共生圏を実現する手段として注目されてい
ます。
　ただ、現状は、地域内総生産に対するエネ

ルギー代金の支出割合を見ると、一部を除い
て基本的には赤字です。例えば、愛知県は全
国でもトップクラスで太陽光が普及している
にもかかわらず、自給率は全国で39位です。
大都市部は消費量が圧倒的に多く、少なくと
も名古屋市内で再生可能エネルギーを自給す
るのはほぼ不可能だと考えた方がいいです。
一方、県内では田原市の自給率が既に97％で
す。そのような所で都市 ・ 農山漁村間のエネ
ルギーも含めた財やサービスの循環をすれば、
それが地方の経済の基盤になります。都市部
は都市部でエネルギー的には自立できないま
でも、そのような農山漁村とフェアな関係を
結ぶことは地域循環共生圏の基本的な考え方
です。単にお金を回すだけでなく、それが人
の交流や新しい社会の仕組みや新しい人のつ
ながりなど、社会的な新しい展開の呼び水に
もなることを目指しています。
　さて、再生可能エネルギーの導入状況をみ
ると、平成28年度は水力を含めて15％程度で
す。圧倒的に火力が多いことが大きい課題で
はありますが、再生可能エネルギーの導入量
自体は増えてはいます。
　ただし、社会的には「社会受容性の二極化」
がおきています。「受容性」とは、再生可能エ
ネルギーが社会にどう受け止められているか。

「二極化」とは、強い賛成と強い反対の両方が
同時に表れているという現状です。
　再生可能エネルギーは根本的には分散型エ
ネルギーなので、今まで発電所がなかった所
に発電所がたくさん建つということを意味し
ます。自然環境への影響、生活環境や既存の
社会経済活動への影響があり、この辺の合意
形成や環境影響をどう受け止めるかが問題に
なるわけです。問題を解決するためには、リ
スクを最小にする以外に、メリットをもっと
大きくするとか、リスクに見合った利益がス
テークホルダーに供給されるという解決が必
要になるということです。
　では、どのような事業が望ましいか。例え
ば、社会的な関係をつくりながら地域にメリッ
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トを生み出した例として、生活クラブ生協の
取り組みがあります。「生活クラブエナジー」
という電力会社をつくり、風力発電や太陽光
発電の電気を組合員に売るというモデルにな
ります。風車が建つ集落の畑でトマトケチャッ
プの原料になるトマトを栽培したり、元々地
元にあった製麺所や酒屋と組んで商品を共同
開発したりしています。これが、風力発電そ
のものの効果よりも大きいのです。風力発電
自体に関心がない人たちにとっても利益が生
まれるようなことがあります。恐らくこれが
SDGs の実現ということです。つまり、環境
のことを理解してもらうのではなくとも、環
境の取り組みをうまく使って地域を活性化す
るという発想が地域循環共生圏だと思います。
　そのために何ができるか。自治体は「地域
にとって望ましい事業のあり方の提示」や「地
域社会における主体としての事業支援の可能
性」について考える必要があり、大学は「問
題解決に資する調査研究を通じた人材育成」
や「コーディネートや社会実験の場の提供」
を考える必要があります。

⑵　「�或る信用金庫の試み� �
―能登立国1300年の夢―」

鈴木 正俊 氏（のと共栄信用金庫　理事長）
　私どもは小
さな金庫で、
資金量は3,100
億円。石川県
の七尾市に本
店 が あ り ま
す。SDGs 宣
言を2019年６

月に行いましたが、それ以前から、自然保護
や地域コミュニティ維持の活動を10年以上継
続しています。そもそも信用金庫はその成り
立ちからして SDGs の考え方に沿った組織で
あると思います。
　なぜ宣言をしたかというと私どもの活動に
ついて、客観的な評価指標が必要と考えたと

いう点、また趣旨をご理解いただき、お客さ
まとご一緒に行動したいという点で、意思表
明したということになります。
　SDGs は単にボランティアで行うものでは
なく、私どもの本業の中で実施するものなの
で法人のお客様に対して「お金を貸す前に知
恵を貸す」という課題解決型、提案型営業を
目指しています。もう一つは「あんがと営
業」、個人のお客様に対し、短期的な利益では
なく、「あのとき、のとしんに勧められたこと
をやって、10年後に良かったね、あんがとね」
と言われるような営業スタイルをとっていま
す。
　また、「七尾で新たに創業される方を力強く
ご支援する」ということも大きな特徴です。
2019年９月末までに、187名の方にご相談いた
だき、実際に創業された方は83名です。事業
計画策定をお手伝いし、開店される場所をご
紹介し、地元のサプライヤーにつないでいま
す。無理にお金をお貸しするわけではなく、
開店後も身の回りのサービスを手堅くなさる
よう考えますので「持続可能性」は非常に高
く、６年目に入りますが失敗する方はほとん
どいません。
　そういう形で地域社会の経済成長を支えて
きたわけですが、最近感じるのは、我々を取
り巻く外部環境の制約要因（自然環境や地域
社会の変化、特に人口減少）が、だんだん大
きくなっているということです。従って、金
庫の活動もそれらの制約要因を前提としなが
ら、効率性、生産性の点は少々目をつぶって
でも、地域社会を守るようにしなければなり
ません。経済成長と自然環境、地域社会をど
のレベルでバランスさせればいいのか。悩み
は尽きませんが、その場合のポイントは、ヒ
トの問題だと思います。人材交流 ・ 育成が極
めて重要であり、その課題克服こそが私ども
の「夢」だと考えます。
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⑶　「�いかにして地域経営を行うべきか� �
―地域の未来的課題とソリューション―」

伊藤 敬
ゆき

幹
もと

（ほくとう総研理事長　前・仙台市副市長）

　学術、金融
というお話を
聞きましたの
で、私からは
行政の視点か
らお話をした
いと思います。
　地域の未来

的課題とソリューションをどのように整理す
ればよいかを考えてみました。ソリューショ
ンに辿り着けない場合でも、より悪化するの
を抑制するためには何が必要かという観点で
考えています。将来的な影響を含め、地域に
おける負の要因として、「地域財政の崩壊」

「地域金融の崩壊」などが挙げられます。自治
体の財政が崩壊すればいろいろなところに大
きな支障が生じます。インフラの整備ができ
ない、行政サービスのレベル低下、全ての項
目につながります。地域金融機関の経営基盤
が人口減少や地域産業の空洞化等に加え、マ
イナス金利の超長期化、キャッシュレス・フィ
ンテックの進展などにより、金融構造が大幅
に変化して地域金融が成り立たなくなる恐れ
があるのではないか。また、「地域交通の崩
壊」という観点からは、人口減少により学生
や生産年齢人口の減少が進めば通勤 ・ 通学者
の数が減少し、民間事業者による採算ベース
での輸送サービスの提供は困難となり、路線
からの撤退や運行回数の減少が予測されます。
ほかにも「地域コミュニティの崩壊」「地域環
境の崩壊」も挙げられます。
　では、どういうソリューションがあるか。
一つ目は、地域資源の最大限の活用です。ヒ
ト ・ モノ ・ カネ ・ 歴史 ・ 文化など、地域資源
を全て発掘して稼ぐ力を高めようということ
です。資源そのものに優位性があればそれに
越したことはありませんが、そうそうありま
せん。いかなる戦略で拾って磨き上げブラン

ド化するかが鍵になると思います。磨き上げ
るためには、官民のサポートが要ります。原
石を磨いて付加価値を付けることは単独の市
町村では難しく、戦略的に進めるには連携が
必要だと思います。
　二つ目は、高齢化社会では特に社会的課題
解決のためのビジネスと、その地域事業の担
い手を育てることが大事です。一般的にソー
シャルビジネスはボランタリーな形や一人企
業や小さな形で行われるものが多いのですが、
これを経済的な事業としていかに支えてあげ
られるかが大事になってくると思います。
　そして、地域づくり。いろいろな事例を見
て、最後はヒトという地域資源が最も重要だ
ということが分かります。国でも人材支援の
矢を用意していて、地方創生カレッジや地方
創生コンシェルジュ等いろいろやっています
が、結局はそこの地方公務員がやる気を出せ
るかどうかがキーポイントだと思います。
　私が副市長になって取り組んだのは、「せん
だい大志塾」です。「役所の殻を破る役人を創
る」という職員研修をスタートし、仙台市の
予算事業ながらも、東北各県に呼びかけをし
て14の市の職員にも参加いただきました。今
までは前例、前例ということでやっていたの
ですが、自ら考え行動することにより、前例
や慣習にとらわれない柔軟な発想ができる市
職員の育成と、縦割りの弊害を排して人的ネッ
トワークの拡大を目指すというユニークな研
修となり10年間継続されました。
　まちづくりを進めるのは人です。地域経営
を行うのも人です。行政ばかり空回りせず、
民間を巻き込んでいける自治体職員の育成が
不可欠です。民間だけで何とかしようとする
のは限界があります。その民間の目線に立つ
ことのできる職員が一緒に動かなければ進み
ません。その職員の活躍できる場を用意する
のが政治であり、その町の幹部です。首長一
人ではなく、職員も一緒に前向きにまちづく
りを進められることが強みになるのだと思い
ます。もう一つは、「わが県は」「わが町は」
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などと言っておられない時代が来ます。どう
いうところで連携しながらやるかをよく考え
る。例えば、一部事務組合にとどまらず、パー
シャルな自治連合なども考えながらやってい
く必要があると思います。

３．【第二部】実践的な課題・超学際的な
試みに向けて

⑴　「地域金融の現状と課題」
山田　功 氏（中日信用金庫　理事長）

　私は研究者
ではなく現場
人 間 で す か
ら、 現 場 で
やっている思
いをできるだ
け皆さんにお
伝えしたいと

思います。
　まず、信用金庫は約257あり、預金は143兆
円、貸出金が71兆円で、金融業界全体の中で
真ん中くらいに位置します。預貸金の残高推
移は、全て右肩上がりになっています。今、
メディアにおいて「金融機関は大変だな」と
いったネガティブキャンペーンがありますが、
実態はこれだけのニーズがあります。個々の
信金の動きは、小さく計量化しにくいですが、
全国7,200店舗で10万人以上の役職員が日本経
済の裾野で支える小規模事業者に対して、
日々、実践している働きかけの力は大きいも
のがあると思います。
　中日信用金庫の SDGs への取組みについて、
信用金庫の考え方と SDGs の考え方は本当に
合います。「私は CO2削減を宣言します！定期
預金」を扱ったところ、お客様から直接電話
があり、「この定期をやりたいが、どうすれば
いい？」というお尋ねがありました。CO2削
減には興味がある、しかし自ら行動するまで
は思われなかった。でも、関わりたいという
ニーズがある。これはまさしく SDGs ではな

いでしょうか。
　先生方も再三おっしゃっていますが、最後
はやはりヒトです。特に全事業所の８割を占
める小規模事業者は従業員20人未満であり、
トップが全てをやっています。その方と胸を
割って話すことができるかどうかです。いく
ら理詰めでいっても、書類を数百ページ持っ
ていっても、聞いてくれるかどうかはヒトと
しての信頼感に左右されます。われわれは人
間としての魅力とともに課題に対応できる引
き出しを持たなければいけません。持つこと
ができれば本当に共感を得て、小規模の特性
から素早く次のステージにいくことができる
と思います。

⑵　「�北陸地域の人手不足の状況と多様な� �
人材の活用に向けて」

宮原 吏英子 氏（�株式会社日本政策投資銀行　��
北陸支店　副調査役）

　今日は2019
年６月に発表
したレポート
の内容を中心
に、北陸地域
の人手不足の
状況と今後に
ついてご紹介

します。
　北陸３県の人口は、例にもれずどんどん減っ
ていく予測になっています。産業構造は全国
と比較して製造業のウェイトが高いのが特色
で、北陸は３県ともに有効求人倍率は高く、
日本で一番高い地域になっています。
　こうした中で、北陸地域の労働力人口は今
後どうなっていくのか統計から予測を立てて
みました。すると、北陸全体では2015～2045
年までの30年間で39万人、25％減少します。
年代別では、30～40代の働き世代の減少率が
最も高いことが分かりました。もちろん、こ
れは施策により上がることもありますし、下
がることもあります。
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　次に、人が減っていくので、どこかから補
充できるのかを考えるために「仕事を持って
いる人」「働いていなくて、就業希望を持って
いない、特に働く意思を持っていない人」「働
いていないけれども、仕事をしたいと思って
いる人」の割合を見ます。愛知県では「働い
ていないけれども、仕事をしたいと思ってい
る人」が若い人に見受けられるのに対し、北
陸地域はもうみんな働いていて「人口労働余
力がない」ことが分かります。
　一方で、北陸地域はもう老若男女みんな働
いており、働き手の多様性は強みだとも感じ
ています。多様な人材が働いているので、み
んなで知恵を出し合って、例えば、ものづく
りの会社だから理系人材だけ、正社員だけ、
高卒人材だけということではなく、みんなで
やっていこうというのが次のステップに向け
た大事なところです。
　もう一つサステナビリティという観点で今
後大事になってくると思うのが健康経営です。
一般的には、人が減っていくので従業員の重
要性が増してくるというところですが、北陸
地域に立ち返って考えてみると、人が減るこ
とに加え、余力も少ない、女性もシニアもみ
んな働いているので、健康経営の重要性も増
していくだろうというのは、柱の一つとして
はあると考えています。

４．【第三部】総合討論

　総合討論のなかで、高野雅夫氏（名古屋大
学　持続的共発展教育研究センター　教授）
から中山間地への若者移住により子供の数が

Ｖ字回復している地域事例について、加藤博
和氏（名古屋大学　持続的共発展教育研究セ
ンター　教授）からは地域公共交通プロデュー
サーの立場から公共交通施策事例についてお
話をいただきました。これらの問題提起も踏
まえ、活発な議論が交わされました。

５．閉会の挨拶

西澤 泰彦 氏（�名古屋大学　� �
大学院環境学研究科長）

　今日の議論
で誰もしてい
ない話をさせ
ていただきま
すと、皆さん
には時間軸で
物事をみると
いうことを、

ぜひしていただきたい。SDGs 実行のために
は前を向くわけですが、前を向くと同時に後
ろをみていただくと、やはりいいことがある
わけです。悪いことは忘れて良いのです。
　我々、環境学研究科としましては、素朴な
活動を地道に積み重ねていくということが、
着実に SDGs を本当に形あるものにしていく
というやり方だと思っております。
　本日は非常に実りのあるセミナーが出来た
と思います。協力して頂いた関係の皆さま本
当にありがとうございました。


